
第１号様式

建築基準法第６条第1項又は第６条の２第1項の規定による確認を申請します。　申請にあたっては、

　公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業務約款及び同確認検査業務規程を遵守します。

また、この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

確認の申請に係る手数料として、公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業務手数料規程

に基づき算定され、引受承諾書に明示された額を支払います。

平成 年 月 日

印

印

《 建築物概要 》

【 】 □ □ □ □

【 】

【 】

【 】

【 】

【 】 申請部分 ㎡ / 申請以外の部分 ㎡ / 合　計 ㎡

【 】 棟

【 】 造

【 】 階 / 階

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

（注意）　①　申請者又は設計者の氏名の記載を自署で行う場合は、押印を省略することができます。

②　数字は算用数字を用いてください。

③　｢併願申請、副本の交付方法｣欄は、該当する項目の□に｢レレレレ｣印を入れてください。

④　※印のある欄は記入しないでください。

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※確認済証欄

確認の特例

確認済証番号

□ 住建

引受日 □ 住建北

地階の階数

正確  認  申  請  書 

（ 第 一 面 ）

申請者氏名

第

設計者氏名

2号 3号 4号

副本の交付方法

法第6条第1項の区分 1号

延べ面積

代理者）（通知先：

主たる建築物の構造

主たる建築物の階数

木

地階を除く階数 (地上階数)

フラット３５

課

　

長

地名地番

申請棟数

建築物の名称

工 事 種 別

主 要 用 途

建築主

手数料 円 号

※決裁欄

係

（送付先：送付を希望する。

理　事　長 あて

代理者）

利用しない

利用しない

後日申請

後日申請

同時申請

同時申請

公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター

まもり住まい保険

《併願申請、副本の交付方法 》

確認日

有 無□□

建築主

通知があれば、受取りに行く。



  この申請建築物には下記の〇印の内容に注意して工事してください。

  イ.建築基準法第44条

      道路の中心後退線内には門塀等を設けてはならない。

  ロ.建築基準法第54条

      第一種低層住宅専用地域又は第二種低層住居専用地域においては建築物の外壁又はこれに

      代わる柱の面から敷地境界線までの距離は都市計画において定められた限度以上  ( 1m又は1.5m )

      でなければならない。

  ハ.建築基準施行令第130条の12第1項第3号

      門塀などを設置するときは高さに注意すること。

浄化そう受理通知

※

 

処

 

理

 

･

 

意

 

見

 

欄

月 日

係接受

訂正等済

時効中断通知

係印 訂  正  を  要  し  た  事  項

訂正済

係    印

条名

処  理  経  過  ･  意  見

訂正事項等照会



第１号様式

建築基準法第６条の2第1項又は第６条の２第1項の規定による確認を申請します。　申請にあたっては、

公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業務約款及び同確認検査業務規程を遵守します。

また、この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

確認の申請に係る手数料として、公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業務手数料規程

に基づき算定され、引受承諾書に明示された額を支払います。

平成 年 月 日

印

印

この申請建築物が下記の内容に該当する場合、注意して工事してください。

イ. 建築基準法第44条

道路の中心後退線内には門塀等を設けてはならない。

ロ. 建築基準法第54条

第一種低層住居専用地域又は、第二種低層住居専用地域内において建築物の外壁又は

これに代わる柱の面から敷地境界線までの距離は都市計画において定められた限度以上

（１ｍ又は１．５ｍ）でなければならない。

ハ. 建築基準法施行令第１３０条の１２第１項第３号

門塀などを設置するときには高さに注意すること。

※以下の欄は申請者においては記入不要です

設計者氏名

申請者氏名

理　事　長　あ　て

副確  認  申  請  書 

（ 第 一 面 ）

公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター



第9号様式

建築基準法第６条第1項又は第６条の２第1項の規定による計画の変更の確認を申請します。

申請にあたっては、　公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業務約款及び同確認検査

業務規程を遵守します。また、この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

計画の変更の確認申請に係る手数料として、公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業

務手数料規程に基づき算定され、引受承諾書に明示された額を支払います。

平成 年 月 日

印

印

□ □ 号

日

（注意）　①　申請者又は設計者の氏名の記載を自署で行う場合は、押印を省略することができます。

②　数字は算用数字を用いてください。

③　計画変更の概要欄に記載しきれない場合は､別紙に記載し添付してください。申請書に変更

　　部分は以前の数値等を朱書きで記載し、第二面備考欄に「朱書きは変更前を示す」旨を

　　ご記入ください。建築計画概要書（規則別記第三号様式)も同様に記載してください。

④　※印のある欄は記入しないでください。

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※確認済証欄

確認の特例

確認済証番号

□ 住建

引受日 □ 住建北

号

第

年 月

手数料 円

係

【計画を変更する建築物の直前の確認】

【確認済証交付年月日】 平成

正計 画 変 更 確 認 申 請 書

（ 第 一 面 ）

公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター

課

　

長

第

※決裁欄

□ 無

理　事　長　あて

申請者氏名

設計者氏名

確認日

【確認済証番号】 住建北住建

□ 有

【計画変更の概要】



第9号様式

建築基準法第６条第1項又は第６条の２第1項の規定による計画の変更の確認を申請します。

申請にあたっては、　公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業務約款及び同確認検査

業務規程を遵守します。また、この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

計画の変更の確認申請に係る手数料として、公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター確認検査業

務手数料規程に基づき算定され、引受承諾書に明示された額を支払います。

平成 年 月 日

印

印

号

日

この申請建築物が下記の内容に該当する場合、注意して工事してください。

イ. 建築基準法第44条

道路の中心後退線内には門塀等を設けてはならない。

ロ. 建築基準法第54条

第一種低層住居専用地域又は、第二種低層住居専用地域内において建築物の外壁又は

これに代わる柱の面から敷地境界線までの距離は都市計画において定められた限度以上

（１ｍ又は１．５ｍ）でなければならない。

ハ. 建築基準法施行令第１３０条の１２第１項第３号

門塀などを設置するときには高さに注意すること。

※以下の欄は申請者においては記入不要です

副計 画 変 更 確 認 申 請 書

（ 第 一 面 ）

理　事　長　あて

処

理

欄

【計画を変更する建築物の直前の確認】

【確認済証番号】

【確認済証交付年月日】

【計画変更の概要】

住建

平成

申請者氏名

設計者氏名

公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター

第

年 月



（第二面 6 / 16）

建 築 主 等 の 概 要

【1．建  築  主】

【ｲ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．郵便番号】

【ﾆ．住       所】

【2．代  理  者】

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【3．設  計  者】

（代表となる設計者）

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

（その他の設計者）

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【ト.作成又は確認した設計図書】

【ト.作成又は確認した設計図書】

【ト.作成又は確認した設計図書】

【ト.作成又は確認した設計図書】

知事登録第

登録第

知事登録第

登録第

登録第

知事登録第

登録第

知事登録第

登録第

知事登録第

公益財団法人　兵庫県住宅建築総合センター



（第二面 7 / 16）

（構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者）

上記設計者のうち

□ 建築士法第20条の2第1項の表示をした者

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 構造設計一級建築士交付第 号

□ 建築士法第20条の2第3項の表示をした者

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 構造設計一級建築士交付第 号

□ 建築士法第20条の3第1項の表示をした者

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 設備設計一級建築士交付第 号

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 設備設計一級建築士交付第 号

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 設備設計一級建築士交付第 号

□ 建築士法第20条の3第3項の表示をした者

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 設備設計一級建築士交付第 号

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 設備設計一級建築士交付第 号

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．資       格】 設備設計一級建築士交付第 号

【4．建築設備に関し意見を聴いた者】

（代表となる建築設備に関し意見を聴いた者）

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．勤  務  先】

【ﾊ．郵便番号】

【ﾆ．所  在  地】

【ﾎ．電話番号】

【ヘ.意見を聴いた設計図書】

（その他の建築設備に関し意見を聴いた者）

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．勤  務  先】

【ﾊ．郵便番号】

【ﾆ．所  在  地】

【ﾎ．電話番号】

【ヘ.意見を聴いた設計図書】

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．勤  務  先】

【ﾊ．郵便番号】

【ﾆ．所  在  地】

【ﾎ．電話番号】

【ヘ.意見を聴いた設計図書】

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．勤  務  先】

【ﾊ．郵便番号】

【ﾆ．所  在  地】

【ﾎ．電話番号】

【ヘ.意見を聴いた設計図書】

公益財団法人　兵庫県住宅建築総合センター



（第二面 8 / 16）

【5．工事監理者】

（代表となる工事監理者）

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【ト.工事と照合する設計図書】

（その他の工事監理者）

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【ト.工事と照合する設計図書】

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【ト.工事と照合する設計図書】

【ｲ．資       格】 ( ) 建築士 ( 大臣 知事 ) 号

【ﾛ．氏       名】

【ﾊ．建築士事務所名】 ( ) 建築士事務所 （ ） 号

登録 年 月 日

【ﾆ．郵便番号】

【ﾎ．所  在  地】

【ﾍ．電話番号】

【ト.工事と照合する設計図書】

【6．工事施工者】

【ｲ．氏       名】

【ﾛ．営業所名】 建設業の許可 （ ） 第 ( 特 ･ 般 ) 号

許可 年 月 日

【ﾊ．郵便番号】

【ﾆ．所  在  地】

【ﾎ．電話番号】

【7．備考】

知事登録第

登録第

知事登録第

登録第

登録第

知事登録第

大臣 ･ 知事

知事登録第

登録第

公益財団法人　兵庫県住宅建築総合センター



第二号様式

建築物及びその敷地に関する事項

【1．地名地番】

【2．住居表示】

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】

□ 都市計画区域内 ( □ 市街化区域 □ 市街化調整区域 □ 区域区分非設定）

□ 準都市計画区域内 □ 都市計画区域及び準都市計画区域外

【4．防火地域等】 □ 防火地域 □ 準防火地域 □ 指定なし （ □ 法２２条指定区域 ）

□ 下水道処理区域

【6．道　　路】

【ｲ．幅     員】 ｍ

【ﾛ．敷地と接している部分の長さ】 ｍ

【7．敷地面積】

【ｲ．敷地面積】 (1) （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

(2) （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾛ．用途地域】 （ ） （ ） （ ） （ ）

【ﾊ．建築基準法第52条第1項及び2項の規定による建築物の容積率】

（ ％ ） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

【ﾆ．建築基準法第53条第１項の規定による建築物の建ぺい率】

（ ％ ） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

【ﾎ．敷地面積の合計】 (1) （ ㎡ ）

(2) （ ㎡ ）

【ﾍ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 ％

【ﾄ ．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 ％

【ﾁ．備考】

【8．主要用途】 （区分 ）

【9．工事種別】

□ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転 □ 用途変更 □ 大規模の修繕 □ 大規模の模様替

【10．建築面積】 （ ） （ 申請以外の部分 ） （ ）

【ｲ．建築面積】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾛ．建ぺい率】 ％

【11．延べ面積】 （ ） （ 申請以外の部分 ） （ ）

【ｲ．建築物全体】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾛ．地階の住宅の部分】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾊ．共同住宅の共用の （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

  廊下等の部分】

【ﾆ．自動車車庫等の部分】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾎ．備蓄倉庫の部分】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾍ．蓄電池の設置部分】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾄ．自家発電設備の設置部分】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾁ．貯水槽の設置部分】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾘ．住宅の部分】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾇ．延べ面積】 ㎡

【ﾙ．容積率】 ％

【12．建築物の数】

【ｲ．申請に係る建築物の数】 棟

【ﾛ．同一敷地内の他の建築物の数】 棟

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】

（第三面　1/2）

申請部分 合   計

合   計申請部分
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【13．建築物の高さ等】 （ 申請に係る建築物 ） （ ）

【ｲ．最高の高さ】 （ ） m （ ） m

【ﾛ．階        数】 地上 （ ） （ ）

地下 （ ） （ ）

【ﾊ．構        造】 造 一部 造

【ニ.建築基準法題56条第7項の規定による特例の適用の有無】 □ 有 ･ □ 無

【ホ.適用があるときは、特例の区分】

□ 道路高さ制限不適用 □ 隣地高さ制限不適用 □ 北側高さ制限不適用

【14．許可・認定等】

【15．工事着手予定年月日】 平成 年 月 日

【16．工事完了予定年月日】 平成 年 月 日

【17．特定工程工事終了予定年月日】 （特定工程）

（第 回） 平成 年 月 日 （ ）

（第 回） 平成 年 月 日 （ ）

（第 回） 平成 年 月 日 （ ）

【18．その他必要な事項】 □

【19．備    考】

（第三面　2/2）

木木木木

他の建築物

住宅用火災警報器設置住宅用火災警報器設置住宅用火災警報器設置住宅用火災警報器設置
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建築物別概要

【1．番      号】

【2．用      途】 （区分 ）

（区分 ）

（区分 ）

（区分 ）

（区分 ）

【3．工事種別】

□ 新築 □ 増築 □ 改築 □ 移転 □ 用途変更 □ 大規模の修繕 □ 大規模の模様替

【4．構      造】 造 一部 造

【5．耐火建築物】 耐火建築物 ･ 準耐火建築物  (イ－１ ・ イ－２ ・ ロ－１ ・ ロ－２） ・ その他

【6．階数】

【ｲ．地階を除く階数】

【ﾛ．地階の階数】

【ﾊ．昇降機塔等の階の数】

【ﾆ．地階の機械室等の階の数】

【7．高      さ】　

【ｲ．最高の高さ】 ｍ

【ﾛ．最高の軒の高さ】 ｍ

【8．建築設備の種類】 電気 ･ ｶﾞｽ ･ 給水 ･ 排水 ･ 換気 ･ 空調 ･ 暖房 ･ 冷房 ･ 排煙設備 ･ 煙突 ･

避雷針 ･ し尿浄化槽 ･ 昇降機 (エレベーター ･ エスカレーター ･ タ゛ムウエーター) ･ 非常用照明 ･

消防用 ･ 防火区画 ･ 防火戸

【9．確認の特例】

【ｲ．建築基準法第６条の３第１項の規定による確認の特例の適用の有無】 □ 有 ･ □ 無

【ﾛ．適用があるときは、建築基準法施行令第１０条各号に掲げる建築物の区分】 第 号

【ﾊ．建築基準法施行令第１０条第１号又は第２号に掲げる建築物に該当するときは､当該認定型式の認定番号の区分】

第 号

第 号

【10．床面積】 （ ） （ 申請以外の部分 ） （ ）

【ｲ．階別】 （ 階） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

（ 階） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

（ 階） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

（ 階） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

（ 階） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

（ 階） （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【ﾛ．合計】 （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ㎡ ）

【11．屋根】

【12．外壁】

【13．軒裏】

【14．居室の床の高さ】　　　　　　　　　　　　　　　cm

【15．便所の種類】 水洗 ･ くみ取り ･ くみ取り (改良)

【16．その他必要な事項】 □

【17．備考】

申請部分

【ﾆ．建築基準法第６８条の２０第１項に掲げる認証型式部材等に該当するときは、当該認証番号】

合    計

コード番号

木木木木

  

具体的用途

      

      

      

（第四面 -  1  / 1）

  

 

      

住宅用火災警報器設置住宅用火災警報器設置住宅用火災警報器設置住宅用火災警報器設置

裏側
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給気機による排気機による

給気量(Ａ) 排気量(Ｂ)

ｍ2 ｍ ｍ3 ｍ3／ｈ ｍ3／ｈ ｎ

合計

（天井裏等への措置）

室名

天井裏等

２Ｆ小屋裏

１Ｆ天井裏

（２Ｆ床裏）

１Ｆ床裏

外壁

間仕切壁１

間仕切壁２

（天井裏等への措置）

室名

天井裏等

２Ｆ小屋裏

１Ｆ天井裏

（２Ｆ床裏）

１Ｆ床裏

外壁

間仕切壁１

間仕切壁２

【8.建築設備の種類】の別紙

室名 床面積 平均天井高 気積 換気種別 換気回数

（居室毎の機械換気設備）※第1種換気設備

給気機及

び排気機

収納

収納
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ｍ2 ｍ ｍ3／ｈ 回／h ｍ3／ｈ ｍ3／ｈ ｍ3／ｈ

合計

（天井裏等への措置）

室名

天井裏等

２Ｆ小屋裏

１Ｆ天井裏

（２Ｆ床裏）

１Ｆ床裏

外壁

間仕切壁１

間仕切壁２

（天井裏等への措置）

室名

天井裏等

２Ｆ小屋裏

１Ｆ天井裏

（２Ｆ床裏）

１Ｆ床裏

外壁

間仕切壁１

間仕切壁２

収納

収納

換気量

【8.建築設備の種類】の別紙

室名 床面積 平均天井高 部屋容積 換気回数 機械換気量

判定

設計換気量

（居室毎の機械換気設備）※第2種及び第3種換気
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室名 種別 面積 係数 使用面積 使用面積合計

（室面積） m2 m2 （判定結果）

使用建築材料表

階

内装仕上の部分

１階

2階
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第二号様式

建築物の階別概要

【1．番       号】

【2．階】 階

【3．柱の小径】 ㎝

【4．横架材間の垂直距離】 ｍ

【5．階の高さ】 ｍ

【6．居室の天井の高さ】 ｍ

【7．用途別床面積】　

（ ） （ ） （ ）

【ｲ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾛ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾊ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾆ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾎ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾍ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【8．その他必要な事項】

【9．備考】

建築物の階別概要

【1．番       号】

【2．階】 階

【3．柱の小径】 ㎝

【4．横架材間の垂直距離】 ｍ

【5．階の高さ】 ｍ

【6．居室の天井の高さ】 ｍ

【7．用途別床面積】　

（ ） （ ） （ ）

【ｲ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾛ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾊ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾆ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾎ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾍ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【8．その他必要な事項】

【9．備考】

用途の区分

（第五面 - 　　   /　 　　）

床面積用途の区分 具体的な用途の名称

床面積具体的な用途の名称

（第五面 - 　　   /　 　　）
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第二号様式

建築物の階別概要

【1．番       号】

【2．階】 階

【3．柱の小径】 ㎝

【4．横架材間の垂直距離】 ｍ

【5．階の高さ】 ｍ

【6．居室の天井の高さ】 ｍ

【7．用途別床面積】　

（ ） （ ） （ ）

【ｲ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾛ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾊ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾆ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾎ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾍ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【8．その他必要な事項】

【9．備考】

建築物の階別概要

【1．番       号】

【2．階】 階

【3．柱の小径】 ㎝

【4．横架材間の垂直距離】 ｍ

【5．階の高さ】 ｍ

【6．居室の天井の高さ】 ｍ

【7．用途別床面積】　

（ ） （ ） （ ）

【ｲ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾛ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾊ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾆ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾎ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【ﾍ】 （ ） （ ） （ ㎡ ）

【8．その他必要な事項】

【9．備考】

（第五面 - 　　   /　 　　）

床面積具体的な用途の名称

（第五面 - 　　   /　 　　）

床面積用途の区分 具体的な用途の名称

用途の区分
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